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1. はじめに  
 道路交通騒音は、全国的にみて重要であるが、LIME（日
本版被害算定型環境影響評価手法）第一版 1）では影響領域

として考慮されていない（ダメージ関数が構築されていな

い）環境問題の一つである。 
 Müller-Wenk2）は、DALY（障害調整生存年。早死と障害を

統合して健康負担を表す代表的な指標の一つ）による道路

交通騒音ダメージ関数の枠組みを示し、スイスを対象に評

価係数を算定した。本研究では、この枠組みに基づきつつ、

算定手順を改良し、日本のデータ・モデルによるダメージ

関数構築に取り組んでいる。LIMEでは保護対象間（具体
的には DALYなどの被害指標）の重み付け係数が提供され

ており、結果は外部不経済の評価金額の算定にも用いうる。 
 本発表では、最近国内で実施された騒音影響評価研究を

反映させた結果を中心に、道路交通騒音ダメージ関数の構

築状況について報告する。 
2. ダメージ関数の枠組み 
 ダメージ関数は、次節で述べるように、運命分析、暴露

分析・影響分析、被害分析から構成される。 
 本枠組みでは、車種別（大型車・小型車）、時間帯別

（昼間・夜間）の走行台キロをインベントリのデータ項目

として想定した。被害評価対象には、日本で道路交通騒音

の環境基準を設定する際に考慮されたエンドポイントでも

ある睡眠妨害（夜間）及び会話妨害（昼間）を選定した。 

3. ダメージ関数の算定 
3.1 運命分析 
 道路交通センサスの対象となっている全国的に主要な道

路を影響評価対象道路とし、道路種別・沿道状況別に区分

した。影響評価対象道路の現況交通量は、平成 11年道路
交通センサスに示されている平日の上記道路区分別の集計

値を用いた。増加交通量（被害係数の基準量）は、便宜的

に 1000台 kmとした。そして、影響評価対象道路の現況交
通量に増加交通量を増加分として配分し、道路区分ごとに

交通量増加前後の（道路端に相当する位置の）等価騒音レ

ベル（LAeq）を ASJ Model 20033）に示された「単純条件下で
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の LAeqの簡易計算法」により計算し、両者の差としてマー

ジナルに騒音レベル増加量ΔLAeqを算定した。 
 Müller-Wenk2）の手順では、同一の合計走行台キロであっ

ても、計算上の道路区分の数が多いほど、各道路区分のΔ

LAeqが低下する問題のあることが分かった。そこで、本研

究では、増加交通量を各道路区分の台キロに比例させて配

分し、車種別時間帯別ΔLAeqを算出した。本計算手法では、

大型車混入率の違いから各道路区間のΔLAeqに違いが生ず

る。以下の計算ではΔLAeqとして、昼夜別車種別の平均値

を用いた。 
3.2 運命分析・影響分析 
3.2.1 影響発生の量－反応関係（D-R直線）の設定 
 平成 12年度より実施されている「騒音による影響の評
価に関する総合的研究」4）の中で示されている道路騒音に

関する社会調査結果（質問紙と昼間・夜間騒音レベルの推

計）（573回答）より、量－反応関係を設定した。具体的
には、「会話妨害／睡眠妨害あり」かつ「非常にうるさ

い」とした回答を「影響あり」として、図１及び図２に示

すとおり、回帰分析により線形の量－反応関係を設定した。 
3.2.2 追加的な影響ケース数の算定 
 増加交通量により騒音レベルがΔLAeqだけ増加すること

で追加的にもたらされる影響ケース数は、設定した量－反

応関係で反応率が 0%となる騒音レベルが比較的低いこと
から、評価対象道路区間の騒音に暴露される沿道人口にΔ

LAeq及び D-R直線の傾きを乗じることで求めた。現在の環
境基準に係る中央環境審議会答申（平成 10年）参考資料
に示された沿道住戸数（4673千戸）に、平成 7年国勢調査

全国値から求めた世帯人員数を乗じた数値を沿道人口とし

て用いた。 
3.3 被害分析 
 LIMEにおける DALYを用いた被害量の評価においては、
年齢重み付け及び時間割引を行っていない 1）。さらに、本

検討では早死が評価対象外であることから、被害係数（被

害量）を、「影響ケース数×DW（影響重篤度）×障害期
間」として求めた。 
 ここで、DALYに基づく世界の疾病負担の研究 5）にはこ

れら騒音影響に対応する DWが示されていないことが騒音
ダメージ関数算定の課題である。本検討では、睡眠妨害及
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 図１ 会話妨害の量―反応直線の設定 
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 図２ 睡眠妨害の量―反応直線の設定 

び会話妨害に対するDWとして、医師にDWの数値をアン
ケートで尋ねた回答結果一覧 2）に対して、F検定（5％）を

実施して外れ値として棄却された回答を除いた平均値を用

いた。 
4. ダメージ関数の算定結果と考察 
 算定結果を表 1に示す。この結果は、Müller-Wenk2）が示

した値と比べると小さい（特に、夜間・大型車）。その理

由として以下のような要素が挙げられる：①運命分析にお

ける違い（マージナル評価であるため、交通量が相対的に

大きい日本のΔLAeqが小さくなる（特に夜間）。さらに、

小型車に比べた大型車のパワーレベルがスイスのモデルの

方が大きい。）、②量―反応直線における違い（傾きが本

検討の方が緩やかである。） 
 ②の点に関しては、睡眠妨害について、本検討で設定し

た結果を、久野ら 7）が名古屋市域を対象に長年にわたり実

施した結果に基づく算定結果、及び、TNO8）が世界の複数

の国で実施された調査結果のアーカイブに基づき構築した

睡眠妨害の量－反応関係と比較した。その結果、Müller-
Wenk2）が設定した傾きは TNO8）による”A little Sleep 
disturbed”よりもかなり急である一方、本検討の傾きは

TNO8）による”Highly sleep disturbed”とかなり近い結果（た
だし、60dB以上では小さくなっている。）であった。 
 LIME第二版では、評価係数の統計値や確率密度分布を

提供しており（なお、LIME2の評価係数の代表値は中央値
が採用されている。）、騒音ダメージ関数についても、不

確実性評価を実施した。モデル中の不確実性要因として、

インベントリで示された自動車交通量が実際にはどの道路

区分を走行したのかという地理的変動性、沿道人口推計値

が有しうる幅、回帰分析による D-Rの推計の標準誤差及び

調査研究により異なる DW6)を考慮して、モンテカル 

ロ分析を実施したところ、地理

的変動性の影響が大きいが、イ

ンベントリを昼夜や車種別に分

けることも被害評価の信頼性向

上のために重要であることなど

が分かった。 

 また、環境基準の面的評価を

実施しているある地方公共団体

の協力を得て、詳細な道路区間ごとに騒音レベル増加量を

求め、これを地理的な住居分布と重ね合わせて、詳細な評

価を行い、上述の方式と比較した。その結果、大型車の場

合で被害係数に1.37倍の違いがあったが、これは、当該地

域における交通量と大型車混入率の関係、及び、大型車混

入率と沿道住居数の関係に起因していた。 
5. 論点および今後の課題 
 睡眠妨害及び特に会話妨害を DALYにより人間健康保護
対象への被害として評価することの妥当性は大きな論点の

一つと思われる。また、本検討では DWを海外の評価事例

に依存している。ここで、騒音影響評価分野の議論におい

ては、兜 9）は同手法の我が国への適用は可能だが、両影響

をどの程度の疾病負担とみるかについて専門家会議・コン

センサス会議などが必要との考えを示している。他方、交

通騒音による心疾患等の健康リスク評価も注目されており、

今後の同分野の研究の発展を踏まえた評価対象の再選定の

必要性も考えられる。 
 LCAへの適用の面では、道路交通以外の主要な交通手段
に対するダメージ関数構築も重要な課題である。また、イ

ンベントリを台キロでなくエネルギー量とすることなども

更に検討する必要がある。 
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               表1 被害係数の算定結果 

時間帯
車種 小型 大型 小型 大型

ΔLAeq(μdB) 0.018 0.073 0.067 0.23
D-R(%/5dB)
DW
被害係数 1.4E–5 5.7E–5 1.5E–4 4.9E–4

0.028 0.045

昼間 夜間

1.1 1.8

 
                (被害係数の単位：DALY/1000台km)
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